
適応の取組の更なる推進について

資料２ー１
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気候変動影響評価・適応に関する動向

 2015年３月 日本における気候変動による影響に関する評価報告書
 2015年11月 気候変動の影響への適応計画（閣議決定）
 2018年６月 気候変動適応法公布（12月施行）
 2018年11月 気候変動適応計画（閣議決定）
 2020年12月 気候変動影響評価報告書
 2021年10月 気候変動適応計画改定（閣議決定）
 2023年５月 気候変動適応法公布
※気候変動適応の一分野である熱中症対策を強化するため

 2023年５月 気候変動適応計画（閣議決定（一部変更））
※法改正を踏まえ、熱中症対策実行計画の基本的事項を新たに定めた

 2024年８月 気候変動適応法施行後５年の施行状況に関するとりまとめ

（今後の予定）
 2025年度 第３次気候変動影響評価報告書（公表予定）
 2026年度 気候変動適応計画（改定予定）熱中症対策実行計画（改定予定）

本日ご説明
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第３次気候変動影響評価報告書（案）
について
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気候変動影響評価報告書とは

・気候変動適応法に基づき、最新の科学的知見を踏まえ、おおむね５年ごとに作成する気候変動
影響の総合的な評価報告書
・これまで、平成27年（第1次※）、令和2年（第2次）の２回公表
・第3次気候変動影響評価報告書では、【農業・林業・水産業】【水環境・水資源】【自然生態
系】【自然災害・沿岸域】【健康】【産業・経済活動】【国民生活・都市生活】の７分野において、
下記３つの観点で影響を評価
重大性：社会、経済、環境の3つの観点における、影響の程度、可能性等
緊急性：影響の発現時期や追加的な適応策への意思決定が必要な時期
確信度：知見の種類、量等及び知見の一致度の観点からの現在の状況や将来予測の確からしさ

※第1次気候変動影響評価報告書に相当するものとして「日本における気候変動による影響の評価に関する報告と今後の
課題について」を気候変動適応法施行前に作成。

分野別WG（６グループ）
農業・林業・水産業 自然生態系

水環境・水資源 健康

自然災害・沿岸域 産業・経済活動、
国民生活・都市生活

答申

文献等レビュー
影響評価報告書（案）作成

諮問

環境省

中央環境審議会 地球環境部会
気候変動影響評価・適応小委員会

気候変動影響評価の実施体制

案提出

影響評価報告書（案）の審議関係行政機関との協議
報告書の公表
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【農業・林業・水産業】
水稲：コメの収量・品質低下
果樹：ミカン・リンゴ等果樹の栽培適地の変化
農業生産基盤：大雨による農地・農業設備への被害
沿岸域・内水面漁場環境等：海水温の上昇によるワカメ等の不漁
【水環境・水資源】
水供給(地表水)：渇水の増加・農業用水等の不足
【自然生態系】
亜熱帯：珊瑚の白化現象の頻度増加
温帯・亜寒帯：海藻等の分布域の縮小・北上
分布・個体群の変動：生物の分布域の変化
【自然災害・沿岸域】
洪水：洪水の発生地点数の増加
内水：内水氾濫の可能性の増加・浸水時間の長期化
土石流・地すべり・土砂流出等：時間降水量の増加による土砂災害発生件数の増加
【健康】
暑熱：気温上昇に伴う、熱中症による救急搬送者数・死亡者数の増加や循環器系疾患等での死亡率・入院・救急搬送者数の増加
【国民生活・都市生活】
インフラ・ライフライン等：大雨・台風等による電気・ガス・水道などのライフラインの寸断

第３次気候変動影響評価報告書案のポイント（概要）
第３次気候変動影響評価においては、以下を踏まえて実施。
①最新かつ広範な科学的知見を反映
③特に強い影響を受ける地域や対象の整理
現状から将来予測にわたって重大性・緊急性・確信度が高いなど特に優先的に対応が必要な項目※が明
らかになった。

特に優先的に対応が必要な項目の影響の概要

水稲の収量(a)および白未熟粒率(b)の20年毎の推移(全国平均)(RCP8.5)
(Ishigooka et al., 2021)

令和３年８月の大雨による災害
「令和４年版防災白書」

（内閣府）

②影響の重大性の評価を2段階から３段階に細分化
④適応策及びその効果に関する知見の整理

熱中症による死亡者(５年移動平均)の推移
（人口動態統計から環境省作成）

※重大性（現状、1.5～2℃上昇時、3～4℃上昇時）・緊急性・確信度の評価が全てレベル３の項目及び
 分野別WGで、重大性及び緊急性がレベル３かつ、新たに追加された項目又は社会的関心の高さ等を勘案して取り上げるべきとされた項目

白化した珊瑚
「サンゴ礁生態系保全行動計画2022-2030」

（環境省）
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気候変動影響評価結果（一覧）

大項目 小項目 重大性(確信度) 緊急性(確信
度)現状（約1℃上昇） 1.5～2℃上昇時 3～4℃上昇時

農業・林業・水産業
農業 水稲 レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)

野菜等 レベル2 (***) レベル2 (**) レベル3 (**) レベル3 (***)
果樹 レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
麦、大豆、飼料作物等 レベル2 (**) レベル2 (**) レベル2 (**) レベル3 (**)
畜産 レベル3 (***) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (***)
病害虫・雑草等 レベル2 (***) レベル3 (*) レベル3 (*) レベル3 (***)
農業生産基盤 レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
食料需給 レベル2 (**) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (**)

林業 木材生産（人工林等） レベル2 (**) レベル2 (**) レベル3 (**) レベル3 (**)
特用林産物（きのこ類等） レベル2 (***) レベル2 (*) レベル2 (*) レベル3 (***)

水産業 回遊性魚介類（魚類等の生態） レベル2 (**) レベル2 (**) レベル3 (**) レベル3 (**)
増養殖業 レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (**)
沿岸域・内水面漁場環境等 レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (**)

水環境・水資源
水環境 湖沼・ダム湖 レベル1 (**) レベル2 (**) レベル2 (**) レベル2 (**)

河川 レベル1 (**) レベル1 (**) レベル1 (**) レベル1 (**)
沿岸域及び閉鎖性海域 レベル1 (*) レベル1 (*) レベル2 (**) レベル1 (**)

水資源 水供給（地表水） レベル2 (***) レベル2 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
水供給（地下水） レベル1 (*) レベル2 (**) レベル2 (**) レベル3 (**)
水需要 レベル1 (*) レベル2 (**) レベル2 (**) レベル2 (**)

自然生態系
陸域生態系 高山・亜高山帯 レベル3 (***) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (***)

自然林・二次林 レベル1 (***) レベル1 (***) レベル3 (***) レベル2 (***)
里地・里山生態系 レベル1 (**) レベル1 (**) レベル2 (**) レベル2 (**)
人工林 レベル1 (*) レベル1 (**) レベル2 (**) レベル2 (**)
野生鳥獣による影響 レベル2 (***) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (***)

淡水生態系 湖沼 レベル3 (**) レベル3 (*) レベル3 (*) レベル3 (**)
河川 レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (**)
湿原 レベル3 (*) レベル3 (*) レベル3 (*) レベル3 (*)

沿岸生態系 亜熱帯 レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
温帯・亜寒帯 レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)

海洋生態系 海洋生態系 レベル2 (**) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (**)
物質収支 物質収支 レベル2 (**) レベル2 (*) レベル2 (*) レベル3 (**)
生態系サービス 生態系サービス レベル2 (***) レベル2 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
その他 生物季節 レベル1 (***) レベル2 (**) レベル2 (**) レベル2 (**)

分布・個体群の変動 レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
自然災害・沿岸域
河川 洪水 レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)

内水 レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
沿岸 海面水位の上昇 レベル1 (*) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)

高潮・高波 レベル2 (**) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (**)
海岸侵食 レベル2 (**) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (**)

山地 土石流・地すべり・土砂流出等 レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
その他 強風等 レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (**)

大項目 小項目 重大性(確信度) 緊急性(確信
度)現状（約1℃上昇） 1.5～2℃上昇時 3～4℃上昇時

健康
暑熱 死亡リスク レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)

熱中症 レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
疾病発生・悪化、死因別死亡リスク レベル3 (***) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (***)

感染症 水系・食品媒介性感染症 レベル1 (**) レベル1 (**) レベル1 (**) レベル1 (**)
節足動物媒介感染症 レベル2 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
その他の感染症 レベル1 (**) レベル1 (*) レベル1 (*) レベル1 (*)

その他 温暖化と大気汚染の複合影響 レベル2 (**) レベル2 (**) レベル2 (**) レベル3 (**)
メンタルヘルスへの影響 レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (**)
自然災害に起因する健康影響 レベル3 (***) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (***)
冬季の健康影響 レベル1 (**) レベル1 (**) レベル1 (**) レベル1 (**)
その他の健康影響 レベル2 (**) レベル2 (**) レベル2 (**) レベル3 (**)

産業・経済活動
産業 全般 レベル2 (***) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (***)

製造業 レベル1 (***) レベル2 (*) レベル3 (*) レベル2 (*)
⾷料品製造業 レベル2 (*) レベル2 (*) レベル3 (*) レベル3 (*)
エネルギー産業 レベル1 (**) レベル2 (***) レベル2 (***) レベル2 (***)
原材料業 レベル1 (**) レベル3 (*) レベル3 (*) レベル2 (*)
商業 レベル1 (**) レベル3 (*) レベル3 (*) レベル2 (*)
⾦融・保険業 レベル1 (***) レベル1 (**) レベル1 (**) レベル1 (**)
観光業 レベル1 (*) レベル2 (**) レベル2 (**) レベル2 (**)
建設業 レベル2 (***) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (***)
情報・通信業 レベル1 (*) レベル1 (*) レベル2 (*) レベル1 (*)
運輸業 レベル1 (*) レベル2 (*) レベル3 (*) レベル2 (*)
不動産業 ― レベル2 (*) レベル2 (*) レベル2 (*)
サービス業 レベル1 (*) レベル2 (*) レベル3 (*) レベル2 (*)
医療・福祉・製薬業 レベル2 (*) レベル2 (*) レベル2 (*) レベル3 (*)
⾐料品製造業 レベル1 (*) レベル1 (*) レベル2 (*) レベル1 (*)

海外影響 海外からの2次的影響 レベル1 (*) レベル1 (*) レベル1 (*) レベル1 (*)
国民生活・都市生活
健全な⽣活とそ
の基盤

インフラ・ライフライン等 レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
医療・福祉、教育 レベル2 (***) レベル2 (*) レベル2 (*) レベル3 (***)
飲⾷ レベル1 (*) レベル2 (*) レベル2 (*) レベル2 (*)
住宅・住居 レベル2 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
労働・消費 レベル2 (**) レベル2 (*) レベル3 (*) レベル3 (**)
健康的な暮らし レベル2 (***) レベル3 (**) レベル3 (**) レベル3 (***)
レジャー・⼤規模イベント レベル2 (***) レベル2 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)
災害避難 レベル2 (***) レベル3 (***) レベル3 (***) レベル3 (***)

精神的な基盤 ⾃然環境 レベル1 (**) レベル1 (*) レベル1 (*) レベル1 (*)
⽂化・歴史 レベル1 (*) レベル1 (*) レベル1 (*) レベル1 (*)
地域社会 レベル2 (*) レベル2 (*) レベル2 (*) レベル3 (*)

世代間・世代内
公平性

公平性・社会的弱者への配慮 レベル2 (***) レベル2 (*) レベル2 (*) レベル3 (***)

緊急性
レベル1 レベル2 レベル3

確信度
レベル1 (*) レベル2 (**) レベル3 (***)

重大性
レベル1 レベル2 レベル3

＜凡例＞

80の小項目ごとの気候変動影響について、重大性、緊急性、確信度それぞれの評価結果を色の違い等で整理
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気候変動影響の例（農業・林業・水産業分野）

大項目 小項目 気候変動影響の例

農業 水稲  高温年における１等米比率の低下
 さらなる気温の上昇による収量の減少（将来）

果樹  夏季の高温による果皮の着色不良・日焼け・浮皮等の
多発

 気温の上昇による発芽・収穫時期等の変化
 さらなる気温の上昇による栽培適地の変化（将来）

畜産  夏季の高温による主要な家畜種（特に泌乳牛）の生産
性・成長量・繁殖率の低下、へい死の増加

農業生産基盤  大雨の頻度・降水量の増加による農地・農業用施設へ
の被害  

 少雨による農業用ため池の貯水量の不足
林業 木材生産

（人工林等）
 マツ・ナラの病害虫による被害の拡大
 大雨の激化・頻発化等による激甚な山地災害の発生

水産業 増養殖業  ホタテガイ・カキ養殖での高水温によるへい死
 ブリ養殖での高水温によるへい死、マダイ養殖での成長の
鈍化等

沿岸域・内水面
漁業環境等

 海水温の上昇による沿岸性魚介類の漁獲種・資源量の
変化、  天然・養殖海藻の収穫量・時期への影響

 内水面における水温の上昇によるワカサギのへい死・漁獲
量減少、アユの生息域・遡上時期の変化

※将来生じると予測される影響に（将来）と記載。
（将来）と記載のない影響は、現在既に生じており、将来その影響が大きくなること等が予測される影響
※下線は今回の評価において追加・更新された知見

出典：「令和５年地球温暖化影響
調査レポート」（農林水産省）

農業・林業・水産業分野においては、新たに191件の知見が増加した。
気候変動影響の例として、コメの品質の低下や収量の減少などが整理された。
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気候変動影響の例（水環境・水資源分野）

植物プランクトンの増殖により緑色に染
まった琵琶湖の内湖（西の湖）

出典：「琵琶湖の保全及び再生に関
する施策の実施状況」（環境省）

大項目 小項目 気候変動影響の例

水環境 湖沼・ダム湖  水温の上昇、それに伴う水質の変化
 大雨による濁度の上昇
 水道の異臭味の増加

河川  水温の上昇
 大雨による土砂流出量の増加
 さらなる水温の上昇による水質変化・貧酸素化・異
臭味の増加（将来）

 塩水遡上の範囲・継続時間の増加（将来）
水資源 水供給（地表水）  渇水の増加、水温の上昇等による水源の水質の悪

化、それらに伴う取水の制限
 積雪の減少・融雪の早期化による春季の河川流
量の減少、それに伴う農業用水の不足

 塩水遡上の範囲・継続時間の増加（将来）

水供給（地下水）  渇水時における揚水量の増加による地盤沈下、海
水の浸入・地下水の塩水化

 海面水位の上昇による海水の浸入・地下水の塩水
化の進行（将来）

水需要  気温の上昇による生活・工業用水の使用量の増加
 農業用水の使用量の増加・使用時期の変更による
水需給バランスの変化

※将来生じると予測される影響に（将来）と記載。
（将来）と記載のない影響は、現在既に生じており、将来その影響が大きくなること等が予測される影響
※下線は今回の評価において追加・更新された知見

水環境・水資源分野においては、新たに98件の知見が増加した。
気候変動影響の例として、渇水の増加や水源の水質の悪化などが整理された。
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気候変動影響の例（自然生態系分野）

白化した珊瑚

出典：「サンゴ礁生態系保全行動
計画2022-2030」（環境省）

大項目 小項目 気候変動影響の例
陸域生態系 高山・亜高山帯  植生・動物の分布適域の変化・縮小

 高山植物の開花時期の早期化・開花期間の短縮による
花粉媒介昆虫の発生時期とのずれ

淡水生態系 河川  冷水魚（アメマス・本州イワナ等）等の生息適地の大幅
な減少

 洪水の増加による産卵床（サケ類）の破壊・受精卵の流
出、個体（アユ等）の受動的流下・死亡率の増加

沿岸生態系 沿岸生態系―
亜熱帯

 海水温の上昇による亜熱帯性サンゴの白化現象の頻度
の増加、分布の北上

 海面水位の上昇によるマングローブの分布域の縮小・内陸
側への移動（将来）

沿岸生態系―
温帯・亜寒帯

 海水温の上昇・植食性魚類の分布の北上による藻場生
態系の縮小・熱帯性サンゴ礁生態系への移行

 海洋酸性化による多くの生物への影響（将来）
その他 分布・個体群の移

動
 気温の上昇による各種生態系における生物の極域方向・
高標高への移動

 極端な高温による局所的な絶滅・大量死の増加
 気候変動による外来種の侵入リスクの増加、分布拡大
（将来）

※将来生じると予測される影響に（将来）と記載。
（将来）と記載のない影響は、現在既に生じており、将来その影響が大きくなること等が予測される影響
※下線は今回の評価において追加・更新された知見

自然生態系分野においては、新たに238件の知見が増加した。
気候変動影響の例として、サンゴの白化現象の頻度の増加や生物の分布域の変化などが整理された。
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気候変動影響の例（自然災害・沿岸域分野）

大項目 小項目 気候変動影響の例
河川 洪水  極端な大雨の頻度・強度の増加による洪水の発生地点数・浸水

面積あたりの被害額の増加
 降雨量の増加による洪水ピーク流量、氾濫発生確率の増加

内水  極端な大雨の頻度・強度の増加による、下水道等から雨水を排
水しづらくなることに伴う内水氾濫の可能性の増加・浸水時間の長
期化

 極端な大雨の頻度・強度の増加によるため池の被災確率の増加 

沿岸 高潮・高波  台風・発達した低気圧等による被害の発生
 海面水位の上昇・強い台風の増加等による被害の増加（将来）

海岸侵食  発達した低気圧・波向の変化による海岸侵食の発生
 海面水位の上昇等による海岸浸食の進行（将来）

山地 土石流・地すべ
り・土砂流出等

 極端な大雨の頻度・降水量の増加による土砂災害発生件数・死
者・行方不明者数の増加

その他 強風等  台風等の強風による人的・経済的被害の発生

令和３年８月の大雨による災害

出典：「令和４年版防災白書」
（内閣府）

※将来生じると予測される影響に（将来）と記載。
（将来）と記載のない影響は、現在既に生じており、将来その影響が大きくなること等が予測される影響
※下線は今回の評価において追加・更新された知見

自然災害・沿岸域分野においては、新たに209件の知見が増加した。
気候変動影響の例として、洪水や土砂災害の発生数の増加などが整理された。
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気候変動影響の例（健康分野）

大項目 小項目 気候変動影響の例
暑熱 死亡リスク  高温による全死亡の増加

 特に高齢者・相対的に寒冷な地域・大都市圏でのリスクの
増加

熱中症  熱中症による救急搬送者数・死亡者数の増加  
 特に高齢者・梅雨明け時期・高緯度地域でのリスクの増加

疾病発生・悪化、
死因別死亡リスク 

 気温の上昇による各種疾患（循環器疾患・呼吸器疾患・
消化器疾患・泌尿器疾患等）での死亡率・入院・救急搬
送の増加

 特に高齢者・小児・胎児（妊婦）・糖尿病患者等のリスク
の増加

感染症 節足動物媒介感
染症

 マダニにより媒介されるSFTS等の発生件数・地域の増加
 さらなる気温の上昇によるヒトスジシマカにより媒介されるデング熱等の
流行可能地域・時期の拡大（将来）

その他 メンタルヘルスへの
影響

 高温による自殺・自傷行為の増加
 自然災害の増加によるメンタルヘルスの悪化

自然災害に起因す
る健康影響

 自然災害の増加・激甚化による各種疾患・感染症等の増
加

 自然災害による環境の変化・介護サポートの欠如に伴う高
齢者・基礎疾患有病患者への影響

ヒトスジシマカ分布域の拡大

出典：前川ら (2020) 病原微
生物検出情報41 (6), 4-5.

※将来生じると予測される影響に（将来）と記載。
（将来）と記載のない影響は、現在既に生じており、将来その影響が大きくなること等が予測される影響
※下線は今回の評価において追加・更新された知見

健康分野においては、新たに224件の知見が増加した。
気候変動影響の例として、熱中症による緊急搬送者数や死亡者数の増加などが整理された。



12

気候変動影響の例（産業・経済活動／国民生活・都市生活分野）

大項目 小項目 気候変動影響の例
産業 全般  水害・台風災害等による直接的な被害、インフラ・サプラ

イチェーンの寸断による間接的な被害
 労働者の熱中症被害の増加

大項目 小項目 気候変動影響の例
健全な生活と
その基盤

インフラ・ライフライン
等 

 大雨・台風等によるライフライン（電気・ガス・水道・通
信）の寸断

 洪水・土砂災害等の増加による交通インフラの維持コス
ト増加・安定性の悪化

 台風・海面水位上昇による直接的被害、冷却水として
利用する海水温の上昇による発電出力の低下等の電
力インフラへの影響（将来）

住宅・住居  住宅・住居の風水害による被害
 住宅・住居内での熱中症の発生

健康的な暮らし  特に都市部でのヒートアイランド現象も重なっての熱スト
レスの増大

 気候変動による生活の質の低下・精神的健康への影響
災害避難  介護施設等における避難の遅延

 気象災害による被災者・避難者の増加（将来）

令和元年東日本台風で水没した
変電所

出典：経済産業省 (2019)
「令和元年に発生した災害の概
要と対応」

※将来生じると予測される影響に（将来）と記載。
（将来）と記載のない影響は、現在既に生じており、将来その影響が大きくなること等が予測される影響
※下線は今回の評価において追加・更新された知見

産業・経済活動／国民生活・都市生活分野においては、新たに291件の知見が増加した。
気候変動影響の例として、電気・ガス・水道・通信などのライフラインの寸断などが整理された。
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第３次気候変動影響評価報告書案：
５．日本における気候変動による影響の評価に関する課題と展望
 （ニーズ）
 自身が関係する地域や対象への気候変動の影響や、効率的・効果的な適応策を取捨選択・実行するための比較可能な定量的な適応策
の効果に関する知見

 それらの知見へのアクセス向上、分かりやすさの向上などの活用しやすさ
 （課題）
 第３次報告書では、新たなチャレンジとして、「特に強い影響を受ける地域・対象」・「適応策及びその効果」に関する知見の収集・整理に取り
組んだ。しかしながら、小項目ごとに複数の影響や適応策がある中で、定量的かつ網羅的な整理は十分にはできておらず、複数の適応策の
効果について比較可能な知見などは非常に限られていた。

 科学的知見の充実
 「特に強い影響を受ける地域・対象」、「適応策の効果」に関する知見を充実させる必要
 科学的知見を総合的、分野横断的に分析し、優先的に対応が必要な影響を明らかにする研究が必要
 科学的知見の充実に必要となる、気候シナリオや社会経済シナリオやデータ等の改良や精緻化が必要
 影響に関するデータや知見をリアルタイムに把握できる体系的な収集及びその活用方法について、AIやデジタル技術の活用なども含めて検討
する必要

 連鎖的・複合的影響や、適応以外の分野とのシナジー効果の見える化のさらなる推進が必要
 評価方法の改善が必要（社会的・経済的要素の変化に伴う脆弱性・曝露の変化の考慮、適応策の効果・実行に要する時間・実行可能
性の考慮など）

 活用しやすさの向上
 シナリオやデータ、最新の科学的知見等へのアクセスのしやすさの向上が必要

課題への対応と今後の展望

最新の科学的知見を適切に政策に取り入れ、『気候変動適応』への取り組みの進展が期待される
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第3次気候変動影響評価に向けた検討スケジュール（全体）

国の研究事業等からの知見を追加

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

第
１
回
分
野
別
Ｗ
Ｇ
座
長
間
会
合

•

全
体
方
針
確
認

•

知
見
の
収
集
・
整
理
方
法
、
重
大
性
・
緊
急
性
評
価
の
検
討
・
分
野
間
調
整

7月

第
１
回
分
野
別
Ｗ
Ｇ
（
６
Ｗ
Ｇ
）

•

知
見
の
収
集
整
理
状
況
確
認

•

重
大
性
評
価
尺
度
の
検
討
等

10月

第
２
回
分
野
別
Ｗ
Ｇ
座
長
間
会
合

•

知
見
の
収
集
・
整
理
方
法
、
重
大
性
・
緊
急
性
評
価
の
検
討
・
分
野
間
調
整

•

評
価
手
順
の
検
討
・
分
野
間
調
整

1月

第
２
回
分
野
別
Ｗ
Ｇ
（
６
Ｗ
Ｇ
）

•

知
見
の
収
集
整
理
状
況
確
認

•

評
価
手
順
の
詳
細
検
討

2～3月

気
候
変
動
影
響
評
価
・
適
応
小
委
員
会

•

諮
問
、
進
捗
状
況
報
告

•

留
意
点
・
論
点
の
審
議

８月

第
１
回
、
第
２
回
分
野
別
Ｗ
Ｇ
（
６
Ｗ
Ｇ
）

•

報
告
書
（
総
説
及
び
詳
細
）
（
原
案
）
の
確
認
・
執
筆

第
１
回
分
野
別
Ｗ
Ｇ
座
長
間
会
合

•

進
め
方
、
構
成
等
の
確
認

•

分
野
共
通
事
項
、
評
価
指
標
等
の
調
整

９月 ９～10月

第
２
回
分
野
別
Ｗ
Ｇ
座
長
間
会
合

•

報
告
書
（
総
説
及
び
詳
細
）
（
原
案
）
の
確
認
・
調
整
、

分
野
間
の
最
終
調
整
等

2月1月

気
候
変
動
影
響
評
価
・
適
応
小
委
員
会

•

報
告
書
（
総
説
及
び
詳
細
）
（
原
案
）
確
認

•

2
０
３
０
年
影
響
評
価
に
向
け
た
課
題
検
討

3月

第
１
回
分
野
別
Ｗ
Ｇ
（
６
Ｗ
Ｇ
）

•

報
告
書
（
総
説
及
び
詳
細
）
（
案
）
確
認

6月～７月

第
１
回
座
長
間
会
合

•

報
告
書
（
総
説
及
び
詳
細
）
（
案
）
確
認
・
分
野
間
調
整

気
候
変
動
影
響
評
価
・
適
応
小
委
員
会

•

報
告
書
（
総
説
及
び
詳
細
）
（
案
）
の
確
認

•

２
０
３
０
年
影
響
評
価
に
向
け
た
課
題
検
討

気
候
変
動
影
響
評
価
・
適
応
小
委
員
会

•

報
告
書
（
総
説
及
び
詳
細
）
（
答
申
案
）
最
終
確
認

•

２
０
３
０
年
影
響
評
価
に
向
け
た
課
題
検
討

11月

影
響
評
価
に
向
け
た
作
業

（
事
務
局
及
び
各
Ｗ
Ｇ
委
員
）

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

気
候
変
動
影
響
評
価
報
告
書
（
総
説
、
詳
細
）
（
案
）
確
定

中
央
環
境
審
議
会
（
地
球
環
境
部
会
）
答
申

公
表

• 第1回座長間会合及びWGでの
意見を踏まえ、知見の収集・整理
方法、重大性・緊急性評価の
見直し等を実施

• 知見の収集・整理作業を実施
• 評価手順案の検討

報告書（詳細）（案）

• 環境研究総合推進費「S-18気候変動影響予測・適応評価の総合的研究」（環境省）
• 気候変動予測先端研究プログラム（文部科学省）
• 日本の気候変動2025（気象庁・文科省）など

※系統立った文献収集は
令和6年9月公表分まで

2026年度

気
候
変
動
適
応
計
画

変
更

報告書（総説）（案）

論文・知見の収集※

気候変動影響報告書（詳細）（案）の執筆
下記の内容を小項目毎に作成
① 気候変動による影響の要因
② 現在の状況（概要及び本文）
③ 将来予測される影響（概要及び本文）
④ 重大性・緊急性・確信度の評価と根拠
⑤ これまでに得られた情報の一覧

関
係
各
省
庁
と
の
協
議

関
係
各
省
庁
と
の
協
議

1月～

年度

月日

令和７（2025）年度令和６（2024）年度令和５（2023）年度



15

【参考】第３次気候変動影響評価報告書案（目次）
本報告書のポイント

1 評価手法の改善
①最新かつより広範な科学的知見の反映
②影響ごとの「特に強い影響を受ける地域・対象」・「適応策及びその効果」の整理の追加
③より詳細な重大性の評価

2 評価結果の全体概要
・重大性・緊急性・確信度の評価結果概要
・評価結果一覧

3 重大性・緊急性・確信度が高い項目等の気候変動影響の例
１．背景及び目的
２．日本における気候変動による影響の評価の取りまとめ手法
３．日本における気候変動の概要
４．日本における気候変動による影響の概要
５．日本における気候変動による影響の評価に関する課題と展望
付録A. 気候予測に用いられているシナリオ等の概要
付録B. 検討体制
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気候変動影響及び適応に係る国民とのコミュ
ニケーションについて
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第3次気候変動影響評価報告書の周知

•脱炭素ポータルサイト
•デコ活ポータルサイト
•熱中症予防情報サイト
•水辺の環境活動プラットフォーム
•ネイチャーポジティブサイト

 各種HPでの掲載

•事務連絡（地球環境局長名での発出）
•気候変動適応広域協議会（全国7ブロッ
ク）での情報提供

•地方環境事務所等を通じた情報共有
•地方自治体向けウェビナーや説明会の開催
•地方自治体向け地域気候変動適応計画
策定研修における情報共有

 各自治体への周知

•デコ活応援隊X、インスタグラム、Facebook
•気象庁公式X
•農林水産省公式X、Facebook
•国立環境研究所公式SNS

 公式SNS等での周知

•企業の気候変動リスク分析につなげるための
分野別気候変動影響解説セミナーの実施
（各WG座長等の登壇を検討）

 ターゲットを絞ったセミナー・勉強会

各種HPでの掲載、公式SNS等での周知、協議会や研修の機会などによる各自治体等への周知
を実施予定。また、ターゲットを絞ったセミナー等の開催について検討していく予定。
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第3次気候変動影響評価報告書の今後の具体的な活用予定

第3次気候変動影響評価報告書

地方公共団体・適応センター

• 地域気候変動適応計画策定・
改定への活用
（最新の評価結果を反映）

• 気候変動適応情報プラット
フォーム（A-PLAT）への掲載
（報告書本体や関連論文の
リンクを提供）

• 地域気候変動適応計画策定マニュ
アルへの記載
（令和8年3月改訂予定）

• 気候変動適応e-Learning教材へ
反映

民間企業

• 気候変動リスク分析における活用
• 気候変動の物理的リスク評価にお
ける活用

中央省庁等の関係機関

• 「令和7年度 里海づくりの手引書
（仮）」における活用（令和７年
度末予定）（環境省）

• 「有明海・八代海等総合調査評価
委員会報告書」における活用（令
和８年度末予定）（環境省）

• 「農林水産省気候変動適応計画」
改定における活用（農林水産省）

• 「⽇本の気候変動2025」副読本
（仮称）における活⽤（令和７年
度末予定）（気象庁）

• その他関連省庁における関連
資料・施策への活用

地方公共団体では地域適応計画の改定等、民間企業では気候変動リスク分析、中央省庁等
では計画や報告書等において気候変動影響評価報告書の活用が想定されている。
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気候変動影響及び適応に係る
国民とのコミュニケーションの基本的な考え方

今後パンフレット作成、説明会開催等においては、こうした視点を踏まえ、
国民との効果的なコミュニケーションを推進していく

対話 多様な立場や価値観を持つ国民1人1人が、気候変動の影響や適応等につい
て互いに理解し学び合えるような対話の機会を積極的に生み出すよう意識。

シナジー 緩和、影響評価も含めた気候変動問題全体でのコミュニケーションを意識。
他にも、防災や農業、観光、産業、健康など様々な分野における国民が実感し
やすい適応の成功事例を見せていくことでも効果的なコミュニケーションを図る。

今後アプローチしていく上で意識していく観点

日常生活における接点において、気候変動への危機感も活用しながら、
自然な形での情報提供を通じて、自分事化による具体的な行動へとつなげる。

日常との
接点

これまで適応法に基づき、
推進体制や計画の整備、
情報基盤の構築などを通
じて、適応に関する基礎
的な知識や情報の発信を
行い、国民の理解を深め
るための土台の構築。

一方で適応を「自分事」
として捉えられておらず、
具体的な行動に結びつ
いていない。

課題

 「適応法施行後5年の中間とりまとめ」において、国民とのコミュニケーションに関して、国民1人1人が
気候変動への適応を自分事として感じてもらえるよう、効果的なアプローチの検討が必要等の課題が示された。

 今後は一方的に「伝える」だけでなく、受け手に「伝わる」ことを意識したコミュニケーションの視点を取り入れた
取組を進めていく。そのため、緩和等含めたシナジーを活用しつつ生活に身近な情報や地域課題と結びつけた
発信を、コミュニケーターと連携して行い、対話や参加の機会を通じて行動へとつなげていく。

環境省に加え地方公共団体、民間企業、各種団体など多様なコミュニケーターと
連携することで、幅広い層に対して科学的知見や適応に関する情報発信、働き
かけを実施する。

コミュニケーター
との連携
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気候変動影響及び適応に係る
国民とのコミュニケーションの具体的な取組

国と国民がつながる取組
（＝コミュニケーション）

対話シナジー
日常との
接点

コミュニケーター
との連携

今後の各施策においては、単に情報を「伝える」にとどまらず、
受け手に「伝わり」、さらには「対話・行動」につながる仕組みを意識して展開予定。

•渋谷を舞台とした対外発信イベント「SHIBUYA COP」に参画。環境問題への関心が高い若年層や都市部の生活者・
ビジネス層に向けて、気候変動適応の意義を発信。日常生活に密接な暑さ対策等を切り口とし、適応を身近で具体的
な課題として捉えられるよう工夫。

• IPCC（気候変動に関する政府間パネル）に関するシンポジウムにて、IPCC各種評価報告書に示されている科学的知
見に加えて、日本の取組として影響評価報告書を学生や一般市民等に周知予定。

•環境情報科学センター 一般公開シンポジウムで講演予定。地球温暖化や適応策を科学的観点から解説し、一般市
民の理解促進と今後の調査・研究・対策推進の課題提示を目的としたシンポジウムであり、研究分野への影響評価報
告書のインプットを図る。

イベント・セミナー等
での積極的な発信

•日常的な気象と気候変動を関連付けた発信に取り組んでいる多数の気象予報士・気象キャスターと連携（講演会等で
活用可能なコンテンツの作成等）し、幅広い層に対する効果的・継続的なコミュニケーションを図る。

•多様な世代の子供たちと日常的に接する教員と連携（教材の共同開発等）し、環境問題に関する次世代のリテラシー
の向上を図る。

外部コミュニケーター
との連携・育成

•地域適応センター(LCCAC)や地方公共団体等の活動を支援し、地域課題や住民の関心に応じた内容による双方向の
意見交換が可能な対話型セッション等の実施を通じて、共感の形成を促進。

•影響や適応に関する身近な事例を分かりやすく発信することで、適応を“自分事”へとつなげる（若年層に親しみやすい
短尺動画のSNS等による展開等）。

•日常生活における自然な動線上での接触を増やすことで、継続的な関心喚起と具体的な行動へつなげる（商業施設
等におけるポスター掲示やデジタルサイネージの活用など） 。

地域社会及び日常
生活における多様な
発信と対話の促進
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本日ご議論いただきたいポイントについて



22

『気候変動適応法』において、
気候変動影響評価等を勘案して『気候変動適応計画』を検討・変更
することとされている。
『気候変動適応計画』には、気候変動適応に関する施策の基本的方
向や、地方公共団体・事業者等の適応に関する施策の促進、適応策
推進に当たっての関係行政機関相互の連携協力等について定めること
とされている。

気候変動適応推進に向け、とりわけ第３次影響評価報告書をどう活
用・適応計画に反映させ、各主体（関係省庁、自治体、事業者、国
民など）によるさらなる適応策推進をいかに図っていくべきか
第4次影響評価報告書に向けての期待やそれぞれの適応策の推進
方策について

ご議論いただきたいポイント
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参考資料
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【参考】気候変動適応計画の概要 令和３年10月22日閣議決定
（令和5年5月30日一部変更）

気候変動影響の被害
の防止・軽減

目標

基本戦略
1 あらゆる関連施策に気候変動適応を組み込む
2 科学的知見に基づく気候変動適応を推進する

3 我が国の研究機関の英知を集約し、情報基盤を整備する

地域の実情に応じた気候変動適応を推進する
国民の理解を深め、事業活動に応じた気候変動適応を促進する

6 開発途上国の適応能力の向上に貢献する

7 関係行政機関の緊密な連携協力体制を確保する

国民事業者

政府

地方公共団体
・適応の率先実施
・多様な関係者の
適応促進

・地域の適応の推進
・地域の関係者の
適応促進

・適応行動の実施
・適応施策への協力

・事業に応じた
適応の推進
・適応ビジネスの推進

国立環境研究所
・適応の情報基盤の整備
・地方公共団体等の

技術的援助

基本的役割

５

４

気候変動影響による被害の防止・軽減、国民の生活の
安定、社会・経済の健全な発展、自然環境の保全及び
国土の強靱化を図り、安全・安心で持続可能な社会を
構築することを目指す  

７つの基本戦略の下、関係府省庁が緊密に
連携して気候変動適応を推進

計画期間 今後おおむね５年間

農
林
水
産

業

水
環
境
・

水
資
源

自
然
災
害

自
然
生

態
系

産
業
・

経
済
活
動

健
康

気候変動の影響と適応策（分野別の例）

影響 高温によるコメの品質低下
適応策 高温耐性品種の導入

影響 土石流等の発生頻度の増加
適応策 砂防堰堤の設置等

影響 洪水の原因となる大雨の増加
適応策 「流域治水」の推進

影響 灌漑期における地下水位の低下
適応策 地下水マネジメントの推進等

影響 造礁ｻﾝｺﾞ生育海域消滅の可能性
適応策 順応性の高いサンゴ礁生態系の保全

影響 熱中症による死亡リスクの増加
適応策 高齢者への予防情報伝達

影響 様々な感染症の発生リスクの変化
適応策 気候変動影響に関する知見収集

影響 安全保障への影響
適応策 影響最小限にする視点での施策推進

PDCAサイクルの下、分野別・基盤的施策に関するKPIの設定、国・地方自治体・国民の各レベルで気候変動適応を
定着・浸透させる観点からの指標(*)の設定等による進捗管理を行うとともに、適応の進展状況の把握・評価を実施
(*)分野別施策KPI（大項目）の設定比率、地域適応計画の策定率、地域適応センターの設置率、適応の取組内容の認知度など

進捗管理

気候変動適応に関する基盤的施策

• 気候変動等に関する科学的知見の充実及
びその活用

• 気候変動等に関する情報の収集、整理、分
析及び提供を行う体制の確保

• 地方公共団体の気候変動適応に関する施
策の促進

• 事業者等の気候変動適応及び気候変動適
応に資する事業活動の促進

• 気候変動等に関する国際連携の確保及び
国際協力の推進

熱中症対策実行計画
に関する基本的事項

実行計画の目標及び期間、実行計画に定める施策や取組（関係者の基本的役割、熱中症対策に関
する具体的施策、熱中症対策の推進体制並びに実行計画の見直し及び評価等）を定める旨を規定

国
民
生
活
・

都
市
生
活

影響 インフラ・ライフラインへの影響
適応策 施設やシステムの強靱化

グリーンインフラの活用等
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法施行後５年の施行状況に関する中間とりまとめ

 気候変動適応法の附則において、施行後5年を経過した場合における施行状況の検討が規定されてお
り、R5年12月で施行後5年を迎えたことから、R6年1月より、中央環境審議会地球環境部会気候変動
影響評価・適応小委員会において、検討を開始。

 第１回（1月）施行状況のレビュー、第2回（３月）関係者（国立環境研究所、自治体、民間企
業）へのヒアリング、第３回（７月）中間とりまとめ案の議論を経て、8月1日中間とりまとめを公表。

【今後の予定】
  R7年度に気候変動影響評価報告書の公表、R8年度に気候変動適応計画の改定を予定

・適応法に基づく各種施策及び各関係者による取
組が着実に進められてきたことを評価。
・一方、適応の重要性が指摘されている中で、課
題あり（右表）。
・適応策は、気候変動に対する強靱な社会の実
現だけでなく、緩和策や防災、生物多様性など他
分野とのシナジーにより、それぞれの関係者の抱
える課題を同時に解決し、またウェルビーイングを
向上させるポテンシャルがあり、適応法に基づく取
組を一層深化させるとともに、関連分野とのさら
なる連携と実践を進めていくことが重要であると
の期待が示された。

中間取りまとめで示された課題と今後の展開を踏
まえ、国において、関係者と連携しつつ施策を推進
していく。

①気候変動適応策
の効果把握・進捗評
価

・効果・進展を適切に把握・評価するため、その基盤として更なる科
学的知見の充実が重要。

②科学的知見の充
実・活用及び気候変
動影響の評価

・社会・経済的な脆弱性を考慮した評価のさらなる強化が必要。
・緩和策や防災対策、生物多様性対策などとのコベネフィットやト
レードオフに関する知見の強化や見える化が必要。

③地域の適応の促
進

・人員や予算、ノウハウの不足が課題。複数の地方公共団体による
地域適応計画の共同策定の促進が重要。
・地域適応センターの強化が重要。
・適応の推進は、地域の強靱化だけでなく、他分野とのシナジーによ
り地域の課題を同時に解決し、ウェルビーイングを向上させるポテン
シャルがある。効果の見える化や事例の創出・適切な評価及びそれ
らの横展開が必要。

④民間企業の適応
の促進

・企業にとってのメリットの見える化や適応ビジネスの成功事例の創
出・横展開が必要。

⑤国民とのコミュニ
ケーション

・気候変動を自分事として感じてもらえるよう、情報ツールの活用や
コミュニケーターとの連携など、効果的なアプローチの検討が必要。

⑥国際展開
・日本の優れた適応に係る技術やサービスを海外展開していくことは、
我が国の民間事業者のビジネスチャンスにもなり得る。 関係機関と
連携した海外展開を進めることが必要。

中間取りまとめで示された主な課題と今後の展開中間とりまとめのポイント
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気候変動適応に関する最近の動向（国際）

パリ協定第7条に定められている気候変動への適応に関する能力の向上並びに気候変動に対する強靭性の強化
及び脆弱性の減少という世界全体の目標（GGA：Global Goal on Adaptation）の達成に向けたフレームワー
ク※が採択された。
※グローバルな気候レジリエンスのためのUAEフレームワークの概要
 UAEフレームワークの目的：GGAの達成を導き、その達成に向けた全体的な進捗をレビューする。
 UAEフレームワークでは、2種類の目標が設定。

• 7つの重点テーマ（水資源、食料・農業、健康、生態系・生物多様性、インフラ・居住、貧困・暮らし、文化遺
産）ごとに設定した、2030年まで、さらにその先も漸進的に適応の行動と支援を強化する目標

• 反復的適応サイクルの4つのステップ（影響・脆弱性・リスク評価、計画、実施、モニタリング・評価・学習）ごと
に設定した2030年までの目標

2023年12月COP28

GGA達成に向けた進捗状況を図るための59の指標がとりまとめられた。
2035年までにNCQGの文脈で適応資金を少なくとも3倍に増額する努力を求める内容が明記された。

2025年11月COP30

GGA議題の決定文書（決定3/CMA.6パラ36）において、
“IPCCにおける「気候変動の影響と適応に関する1994年IPCCテクニカルガイドライン」の改定・更新”が歓迎
された。

2024年11月COP29
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気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第7次評価サイクル（AR7）

 2023年より第7次評価サイクル（AR7）が開始された。
2029年までに、第1～第3作業部会報告書、気候変動と都市に関する特別報告書、それらをまとめた統合報告書、
短寿命気候強制力因子（SLCF）インベントリに関する2027年IPCC方法論報告書、
国家温室効果ガスインベントリのための二酸化炭素除去（CDR）技術・炭素回収利用及び貯留（CCUS）に関する2027年IPCC方法
論報告書（追加ガイダンス）、を公表予定。

第7次評価サイクルで作成予定の報告書

• 自然科学的根拠

第1作業部会（WG1）報告書

• 影響・適応・脆弱性
• 「影響と適応に関する1994年IPCCテクニカルガイドライン」の改訂と更新

第2作業部会（WG2）報告書

• 気候変動の緩和

第3作業部会（WG3）報告書

気候変動と都市に関する特別報告書

短寿命気候強制力因子※（SLCF）インベントリに関する
2027年IPCC方法論報告書

• 温室効果ガスインベントリにおける温室効果ガス排出・吸収量の算定は、
IPCCが作成したガイドラインに基づいて行うことが求められている。

国家温室効果ガスインベントリのための二酸化炭素除去（CDR）技術・炭素回収
利用及び貯留（CCUS）に関する2027年IPCC方法論報告書（追加ガイダンス）

※短寿命気候強制力因子：すす、対流圏オゾン、メタン、一部のハイドロフルオロカーボンなど、
大気中の寿命が短く、かつ大気を温める効果を持つもの

• アウトライン（章構成）が決定、
2025年12月に第1回執筆者会合を
開催

• 2025年3月に第1回主執筆者会合を
大阪で実施

• 2027年に公表予定

• アウトライン（章構成）が決定
• 2027年に公表予定

2029年までに
公表予定

統合報告書
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第七条 政府は、気候変動適応に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、気候変動適応に関する計画（以下「気候変動適応計画」という。）
を定めなければならない。
２ 気候変動適応計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一 計画期間
二 気候変動適応に関する施策の基本的方向
三 気候変動等に関する科学的知見の充実及びその活用に関する事項
四 気候変動等に関する情報の収集、整理、分析及び提供を行う体制の確保に関する事項
五 気候変動適応の推進に関して国立研究開発法人国立環境研究所（以下「研究所」という。）が果たすべき役割に関する事項
六 地方公共団体の気候変動適応に関する施策の促進に関する事項
七 事業者等の気候変動適応及び気候変動適応に資する事業活動の促進に関する事項
八 気候変動等に関する国際連携の確保及び国際協力の推進に関する事項
九 気候変動適応に関する施策の推進に当たっての関係行政機関相互の連携協力の確保に関する事項
十 第十六条第一項に規定する熱中症対策実行計画に関する基本的事項
十一 前各号に掲げるもののほか、気候変動適応に関する重要事項
３ 環境大臣は、気候変動適応計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。
４ 環境大臣は、気候変動適応計画の案を作成しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長と協議しなければならない。
５ 環境大臣は、第三項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、気候変動適応計画を公表しなければならない。

第八条 政府は、最新の第十条第一項に規定する気候変動影響の総合的な評価その他の事情を勘案して、気候変動適応計画について検討を加え、必要
があると認めるときは、速やかに、これを変更しなければならない。
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